
平成 17年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 16年 11月 11日

上   場   会   社   名    ミネベア株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号      6479 本社所在都道府県

(ＵＲＬ　　http://www.minebea.co.jp) 長野県

代       表      者

問合せ先責任者 TEL (03) 5434 - 8611
中間決算取締役会開催日　　平成 16年 11月 11日 中間配当制度の有無　　無
中間配当支払開始日　　      平成  -年   -月   -日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 16年 9月中間期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)経営成績 (金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。)

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 93,363 1.0 917 △ 50.1 2,745 △ 52.5
15年 9月中間期 92,482 10.9 1,836 △ 33.8 5,782 19.8
16年 3月期 185,105 4,351 13,343

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 801 △ 45.9 2.01
15年 9月中間期 1,480 △ 30.2 3.71
16年 3月期 2,266 5.68
(注)①期中平均株式数    16年 9月中間期   399,080,603 株   15年 9月中間期   399,094,811 株   16年 3月期   399,090,062 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）16年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当    - 円   - 銭

16年 9月中間期 － －    特別配当    - 円   - 銭

15年 9月中間期 － －
16年 3月期 － 7.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 365,285 180,055 49.3 451.18
15年 9月中間期 367,810 181,057 49.2 453.68
16年 3月期 366,618 182,389 49.7 457.02
(注)①期末発行済株式数　16年 9月中間期      399,077,227 株　15年 9月中間期    　399,089,250 株　16年 3月期    　399,083,036 株

 　 ②期末自己株式数　　16年 9月中間期           90,468 株　15年 9月中間期           78,445 株　16年 3月期           84,659 株

２. 17年 3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 190,000 8,500 4,600 7.00 7.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               　11円   53銭

(注)  上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在におけ

　　　 る仮定を前提としています。 実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他

　　　 の関連する事項については、添付資料の６ページを参照してください。

役職名  代表取締役  社長執行役員        氏名   山本 次男

役職名  常務執行役員  経理・資金担当   氏名   山口　  喬

- 23 -

経　常　利　益 当 期 純 利 益売   上   高 １株当たり年間配当金
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個 別 中 間 財 務 諸 表 等 
 

１． 中  間  貸  借  対  照  表                                                                       (単位：百万円) 

当 中 間 期 末 前 中 間 期 末 
前 期 末 の 
要約貸借対照表 

(１６.９.３０) (１５.９.３０) 
比  較  増  減 

(１６.３.３１) 

             期    別 

 
 科    目 

金     額 構 成 比 金     額 構 成 比 金     額 率 金     額 構 成 比 

  ( 資 産 の 部 )  ％  ％  ％  ％ 

流 動 資 産         

  現 金 及 び 預 金 １０,１９５  ４,８５７  ５,３３８  ７,８８６  

  受 取 手 形 ５,０５４  ５,３１５  △   ２６０  ５,１０４  

  売 掛 金 ４６,１５７  ４７,４０５  △ １,２４８  ４５,９０５  

  た な 卸 資 産 １０,３６５  １０,６７８  △   ３１３  ９,９５８  

  関係会社短期貸付金 ４４,５８９  ５４,５５４  △ ９,９６５  ４９,２０５  

  繰 延 税 金 資 産 ３,９３８  ４,１０６  △   １６８  ３,０５６  

  そ の 他 ７,９８２  ６,４６５  １,５１６  ５,７５８  

  貸 倒 引 当 金 △    ３１  △    ４０      ８  △    ３３  

  流 動 資 産 合 計 １２８,２５１ ３５.１ １３３,３４２ ３６.３ △ ５,０９１ △  ３.８ １２６,８４１ ３４.６ 

固 定 資 産         

  有 形 固 定資産 ３０,１８９  ３１,８７２  △ １,６８２  ３０,７４３  

  無 形 固 定資産 ８２３  ８６０  △    ３６  ８４１  

  投資その他の資産         

  投 資 有 価 証 券 ６,３１２  ５,５７９  ７３２  ６,８３１  

  関 係 会 社 株 式 １６１,３１３  １５６,３４１  ４,９７１  １６０,４３７  

  関係会社出資金 ３２,４２６  ２７,７３３  ４,６９３  ３３,１５４  

  関係会社長期貸付金 ５,１８５  ９,３６８  △ ４,１８３  ８,５０６  

  繰 延 税 金 資 産 ５,７４７  ５,９０５  △   １５７  ７,１６４  

  そ の 他 １,０７１  １,１７３  △   １０２  １,２３３  

  貸 倒 引 当 金 △ ６,０６９  △ ４,３７７  △ １,６９２  △ ９,１８０  

  投資その他の資産合計 ２０５,９８６  ２０１,７２５  ４,２６１  ２０８,１４６  

  固 定 資 産 合 計 ２３７,０００ ６４.９ ２３４,４５７ ６３.７ ２,５４２ １.１ ２３９,７３１ ６５.４ 

繰 延 資 産 ３２ ０.０ ９ ０.０ ２２ ２２７.４ ４５ ０.０ 

資 産 合 計 ３６５,２８５ １００.０ ３６７,８１０ １００.０ △ ２,５２５ △  ０.７ ３６６,６１８ １００.０ 
 
 

  
 

 
当中間期末 

  
前中間期末 

 
 

 
前 期 末 

(注) １．有形固定資産の減価償却累計額  ４９,９１８百万円  ４９,６２４百万円  ４９,７１１百万円 
 ２．保証債務  ２７,０３６百万円  ３６,７０１百万円  ２９,１４９百万円 
 ３．転換社債の転換による新株発行額                      －                      －                      － 
   同 発 行 済 株 式 数 の 増 加                      －                      －                      － 
   同 資 本 組 入 額                      －                      －                      － 
 ４．新株引受権付社債の新株引受権行使による新株発行額           －                      －                      － 
   同 発 行 済 株 式 数 の 増 加                      －                      －                      － 
   同 資 本 組 入 額                      －                      －                      － 
 
 



－ 25 － 
 

 
 

                                                                                                      (単位：百万円) 

当 中 間 期 末 前 中 間 期 末 
前 期 末 の 
要約貸借対照表 

(１６.９.３０) (１５.９.３０) 
比  較  増  減 

(１６.３.３１) 

             期    別 
 
 科    目 

金     額 構 成 比 金     額 構 成 比 金     額 率 金     額 構 成 比 

  ( 負 債 の 部 )  ％  ％  ％  ％ 

流 動 負 債         

  支 払 手 形 ４,３７８  ３,４１９  ９５８  ３,４３７  

  買 掛 金 ３１,５６６  ３０,１７５  １,３９０  ２６,０９５  

  短 期 借 入 金 ４９,１４２  ５０,５６０  △ １,４１８  ５１,２５１  

  コマーシャルペーパー －  ３,０００  △ ３,０００   ４,０００  

  長期借入金(1年以内返済) ４,０００  ５００   ３,５００   ４,０００  

  社  債(1 年以内償還) １０,０００  １０,０００  －  １０,０００  

  転換社債(1 年以内償還) ２７,０８０  －  ２７,０８０  ２７,０８０  

  未 払 法 人 税 等 ２３４  ４６   １８７  ６９  

  賞 与 引 当 金 ２,００７  ２,０７２  △    ６５  １,８５３  

  そ の 他 ５,５２４  ４,８６１  ６６２  ５,１０６  

  流 動 負 債 合 計 １３３,９３２ ３６.７ １０４,６３６ ２８.５ ２９,２９６ ２８.０ １３２,８９５ ３６.３ 

固 定 負 債         

  社 債 ２８,０００  ２８,０００  －  ２８,０００  

  転 換 社 債 －  ２７,０８０  △２７,０８０  －  

  新株引受権付社債 ４,０００  ４,０００  －  ４,０００  

  長 期 借 入 金 １９,０００  ２３,０００  △ ４,０００  １９,０００  

  退職給付引当金 ２６２  ２９  ２３２  ３１１  

  執行役員退職給与引当金 ３５  ７  ２７  ２２  

  固 定 負 債 合 計 ５１,２９７ １４.０ ８２,１１６ ２２.３ △３０,８１９ △３７.５ ５１,３３４ １４.０ 

負 債 合 計 １８５,２３０ ５０.７ １８６,７５３ ５０.８ △ １,５２３ △  ０.８ １８４,２２９ ５０.３ 

  ( 資 本 の 部 )         

資  本  金 ６８,２５８ １８.７ ６８,２５８ １８.６ － － ６８,２５８ １８.６ 

資 本 剰 余 金         

  資 本 準 備 金 ９４,７５６  ９４,７５６  －  ９４,７５６  

  資 本 剰 余金合計  ９４,７５６ ２５.９ ９４,７５６ ２５.８ － － ９４,７５６ ２５.８ 

利 益 剰 余 金         

  利 益 準 備 金 ２,０８５  ２,０８５  －  ２,０８５  

  任 意 積 立 金 １１,５００  １１,５００  －  １１,５００  

  中間(当期)未処分利益 ２,１９５  ３,４０１  △ １,２０５  ４,１８７  

  利 益 剰 余金合計  １５,７８０ ４.３ １６,９８６ ４.６ △ １,２０５ △ ７.１ １７,７７２ ４.８ 

その他有価証券評価差額金 １,３０８ ０.４ １,０９８ ０.２    ２０９ １９.１ １,６４７ ０.５ 

自 己 株 式  △    ４９ △ ０.０ △    ４３ △ ０.０ △     ６ １４.１ △    ４６ △ ０.０ 

資 本 合 計 １８０,０５５ ４９.３ １８１,０５７ ４９.２ △ １,００２ △  ０.６ １８２,３８９ ４９.７ 

負債及び資本合計 ３６５,２８５ １００.０ ３６７,８１０ １００.０ △ ２,５２５ △  ０.７ ３６６,６１８ １００.０
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２． 中  間  損  益  計  算  書                                                                      (単位：百万円) 

当 中 間 期 前 中 間 期 前  期  の 
要約損益計算書 

自 １６．４． １ 
至 １６．９．３０ 

自 １５．４． １ 
至 １５．９．３０ 

比  較  増  減 
自 １５．４． １ 
至 １６．３．３１ 

            期    別 
 
 科    目 

金     額 百 分 比 金     額 百 分 比 金     額 率 金     額 百 分 比
   ％  ％  ％        ％ 
 売 上 高 ９３,３６３ １００.０ ９２,４８２ １００.０    ８８０   １.０ １８５,１０５ １００.０
 売 上 原 価 ８２,２５２ ８８.１ ７９,８１９ ８６.３ ２,４３２ ３.０ １５９,１８６ ８６.０
 売 上 総 利 益 １１,１１１ １１.９ １２,６６３ １３.７ △ １,５５２ △１２.３ ２５,９１９ １４.０
 販売費及び一般管理費 １０,１９４ １０.９ １０,８２７ １１.７ △   ６３３ △  ５.８ ２１,５６７ １１.６
 営 業 利 益    ９１７   １.０ １,８３６ ２.０ △   ９１９ △５０.１ ４,３５１ ２.４
 営 業 外 収 益        
  受 取 利 息 ３７２  ４５７  △    ８５  ８７２ 
  受 取 配 当 金 １,９１８  ４,４５５  △ ２,５３６  ９,８５３ 
  固定資産賃貸収入 １４４  １７４  △    ３０  ３２２ 
  そ の 他 ４９５  ６５  ４２９  ３９１ 
   営業外収益合計  ２,９３０ ３.１ ５,１５３ ５.６ △ ２,２２３ △４３.１ １１,４４０ ６.１
営 業 外 費 用        
  支払利息及び割引料  ３１１  ３１４  △     ２  ６２２ 
  社 債 利 息 ５５１  ５８３  △    ３１  １,１４４ 
  為 替 差 損 ５９  １６３  △   １０４  ２８８ 
  そ の 他 １８０  １４５  ３４  ３９３ 
   営業外費用合計  １,１０２ １.２ １,２０７ １.３ △   １０４ △  ８.７ ２,４４８ １.３
 経 常 利 益 ２,７４５ ２.９ ５,７８２ ６.３ △ ３,０３７ △５２.５ １３,３４３ ７.２
       
 特 別 利 益       
  固定資産売却益 ３６  ５０ △    １４  ９６ 
  投資有価証券売却益 －  － －  ８８１ 
  貸倒引当金戻入額 １３５  ６８ ６６  ７５ 
   特 別 利 益 合 計 １７１ ０.２ １１９ ０.１ ５２ ４３.５ １,０５４ ０.６
特 別 損 失        
  固定資産売却損 ７１  ５１  １９  １１８ 
  関係会社株式売却損 －  －  －  ２ 
  貸倒引当金繰入額 ６０２  ７１３  △   １１１  ５,５８０ 
  関係会社株式評価損 －  ３７６  △   ３７６  ２,９０４ 
  関係会社事業整理損 １  －  １  － 
  電源事業等整理損         －  ２１０  △   ２１０  ２０９ 
  製 品 補 償 損 失 －  －  －  １１０ 
  退 職 給 付 費 用 ２３８  ２４７  △     ９  ４９３ 
  特 別 退 職 金         －  ３０７  △   ３０７  ３０７ 
  役員退職慰労金         １２  ４３１  △   ４１９  ４３１ 
   特 別 損 失 合 計 ９２６ １.０ ２,３３９ ２.５ △ １,４１２ △６０.４ １０,１５７ ５.５
税引前中間(当期)純利益 １,９９０ ２.１ ３,５６３ ３.９ △ １,５７２ △４４.１ ４,２４０ ２.３

        
  法人税、住民税及び事業税  ４３６ ０.４ ６０６ ０.７ △   １６９ △２８.０ １,０５７ ０.６
  法人税等調整額 ７５２ ０.８ １,４７６ １.６ △   ７２４ △４９.１ ９１６ ０.５
  法 人 税 等 合 計         １,１８８ １.２ ２,０８２ ２.３ △   ８９３ △４２.９ １,９７３ １.１
中間 (当期 )純利益     ８０１   ０.９ １,４８０ １.６ △   ６７９ △４５.９ ２,２６６ １.２

       
前 期 繰 越 利 益 １,３９３  １,９２０ △   ５２６  １,９２０ 
自己株式処分差損  ０  － ０  ０ 
中間(当期)未処分利益 ２,１９５  ３,４０１ △ １,２０５  ４,１８７ 
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３． 中間財務諸表作成の基本となる事項 
 

（１）資産の評価基準及び評価方法 
    ①  有 価 証 券 
     子会社株式及び関連会社株式   移動平均法による原価法 
     そ の 他 有 価 証 券     時価のあるもの 
                      中間期末日の市場価格等に基づく時価法 
                       （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法 
                        により算定） 
                     時価のないもの 
                      移動平均法による原価法 
   ② た な 卸 資 産 
     仕 入 製 品  移動平均法による原価法 
     製     品  移動平均法による原価法 
     原  材  料  移動平均法による原価法 
               ベアリング、ねじ、計測機器、モーター及び特殊機器の材料 
     仕  掛  品  移動平均法による原価法 
               ベアリング、ねじ、モーター 
              個別法による原価法 
               計測機器、特殊モーター、特殊機器 
     貯  蔵  品  移動平均法による原価法 
               ベアリング、ねじ、計測機器、モーター及び特殊機器の製造用消耗品 
 
（２）固定資産の減価償却の方法 
     有形固定資産          定率法 
                            なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に 
                           よっております。 
                            また、少額の減価償却資産（取得価額が１０万円以上２０万円未満の減価償却資産） 
                           については、事業年度毎に一括して３年間で均等償却しております。 
     無形固定資産          定額法 
                            なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
                             ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間(５年) 
                            に基づく定額法を採用しております。 
 
（３）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
        外貨建金銭債権債務は、中間期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 
 
（４）引当金の計上基準 

         貸 倒 引 当 金          債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。 

         賞 与 引 当 金          従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。 
         退職給付引当金          従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末において発生していると認められる金額を計上しております。 
   なお、会計基準変更時差異（２,４７４百万円）については、５年による按分額を「退職

給付費用」として特別損失に計上しております。 
  数理計算上の差異については、一定の年数（５年）による定額法により、発生した翌
期から費用処理することとしております。 

         執行役員退職給与引当金              執行役員の退職金の支給に備えるため、内規による当中間期末要支給額を計上しており
ます。 

 
（５）リース取引の処理方法 
        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 
    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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（６）ヘッジ会計の方法 
    為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。 
     なお、為替予約取引は資金部において輸出入取引等に係る為替相場変動によるリスクをヘッジする目的で 
    行っております。 
     また、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞ 
    れ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されており、その判定をもって有効 
    性の判定に代えております。 
 
（７）その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
      消費税等の会計処理  税抜方式によっております。  

 
４． 注 記 事 項 

（１）リース取引関係 
 

  当  中  間  期   前  中  間  期   前        期  
① リース物件の取得価額相 
 当額、減価償却累計額 
 相当額及び中間期末 
 (期末)残高相当額 

 
取得価額 
相 当 額 

 
減価償却累 
計額相当額 

 
中 間 期 末 
残高相当額 

 
取得価額 
相 当 額 

 
減価償却累 
計額相当額 

 
中 間 期 末 
残高相当額 

 
取得価額 
相 当 額 

 
減価償却累 
計額相当額 

 
期末残高 
相 当 額 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
   車 両 運 搬 具 ２６９ １６５ １０３ ２９０ １８２ １０７ ２８７ １８８ ９９ 

   工具器具及び備品 ２,３０４ １,２９９ １,００５ ２,５６０ １,３０４ １,２５５ ２,５３７ １,３９５ １,１４２ 
  ソフトウェア    ７９    ５８    ２１     －     －     －     －     －     － 
   合   計 ２,６５４ １,５２２ １,１３１ ２,８５０ １,４８７ １,３６２ ２,８２５ １,５８３ １,２４１ 

    なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める 
    割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

 
      ② 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

   １ 年 以 内    ５１９百万円    ６１９百万円    ５７２百万円 
   １ 年 超    ６１１百万円      ７４３百万円      ６６９百万円   
   合   計  １,１３１百万円   １,３６２百万円  １,２４１百万円 

       なお、未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間 
      期末(期末)残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 
 
      ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

   支払リース料    ３４２百万円     ３６０百万円    ７０３百万円 
   減価償却費相当額    ３４２百万円     ３６０百万円    ７０３百万円 

 
      ④ 減価償却費相当額の算定方法 
         リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 

（２）有価証券 
        子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 

（３）継続企業の前提 
        該当事項はありません。 
 
５． １ 株 当 た り 配 当 金 

１６年９月中間期 １５年９月中間期 １６年３月期  

中  間 中  間 年  間 
 
普通（旧）株式 

   円   銭 

－ 

   円   銭 

－ 

   円   銭 
７  ００ 

    （うち）    

    記念配当 － － － 
    特別配当 － － － 
普通（新）株式 － － － 
優先株式 － － － 
子会社連動配当株式 － － －  




